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【審議事項】

新庁舎整備等基本構想（素案）について

説明の流れ

１章 新庁舎整備等に当たっての基本的な方針

２章 新庁舎整備について

３章 現庁舎地利活用について
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１章
新庁舎整備等に当たっての

基本的な方針
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１ 新庁舎移転整備等の必要性

① 位置等に係る検討

◎ 本庁舎のあり方については、浦和、大宮、与野の旧３市の合併協定書において「将来の新市の事務所の位置に
ついては、さいたま新都心周辺地域が望ましいとの意見を踏まえ、新市成立後、新市は、交通の事情、他の官公

とされて

② 現庁舎の現状

③ 本市の将来を見据えたまちづくりの推進

• さいたま市本庁舎整備審議会において、さいたま新都心駅周辺（半径800ｍ圏内）」が最も望ましいとの答申を受理。
• 令和元年度・２年度の調査により、答申で示された条件を満たす３つの適地から「さいたま新都心バスターミ

ナルほか街区(埼玉県さいたま市大宮区北袋町１丁目603番地1,2)」を選定。

• 建築後４５年が経過しており、令和元年度に実施した建物の現況調査の結果、鉄筋の腐食や広範囲の漏水
が見られ、現庁舎（本館）の目標使用年数は６０年（令和１８年まで）となった。

• 現状における維持管理経費等、今後必要なコストについて、使用年限を前倒しして新庁舎を整備すること
で縮減が可能。

• 移転時期として、１０年後の令和１３年度を目指すこととしました。

• まちづくりの方向性として、２都心の強みを生かし、一体的に発展させるとともに、都心と副都心を
ネットワークで結ぶことにより、本市全体の発展を目指す。

・１０年後の令和１３年度に「さいたま新都心バスターミナルほか街区(埼玉県さいたま市大宮区北袋町１丁目603番地1,2)」
へ新庁舎移転

・現庁舎地は「多様な世代に愛され、県都・文教都市にふさわしい感性豊かな場所」を目指すべき方向性とする。



5

２ これまでの検討経緯
● 合併協定書（平成12年9月）

● 新市庁舎庁内検討会議（平成14年度 20年度 計21回開催）

● さいたま市庁舎整備検討委員会（平成20 23年度 計7回開催）

● さいたま市本庁舎整備審議会（平成24 29年度）計21回開催）
・「規模」「位置」「整備の進め方」等について答申を受ける（平成30年５月）

● 本庁舎整備検討調査（令和元年度）

● 現庁舎（本館）に係る現況調査業務（令和元年度）

● 本庁舎整備等に係る基本的な考え方（令和3年2月）
・新庁舎の整備場所、整備時期、現庁舎地の利活用について基本的な考え方を示す。

平成12年度

平成14年度

平成20年度

平成24年度

令和２年度

令和元年度

・「将来の新市の事務所の位置については、さいたま新都心周辺地域が望ましいとの意見を踏まえ
(中略）将来の新市の事務所の位置について検討するものとする。」

・適地の選定調査により、答申で示された諸条件を満たす３適地を抽出

・躯体の健全性調査、劣化度調査の結果、目標使用年数60年となる。

● ワークショップ（令和3年8月）
全２回 参加者３９名

● 本庁舎耐震補強工事完了（平成28年10 31年2月）平成30年度

令和３年度
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３ 本市の都市づくりの考え方①
（１）さいたま市総合振興計画 基本計画

≪将来都市像≫ ≪将来都市構造≫

ヒト・モノ・情報が集まり
新たな価値を生み出す都心地区

洗練された伝統と感性豊かな文化
が息づく風格で魅了する都心地区

【大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区】 【浦和駅周辺地区】

今後の本市のまちづくりの方向性として、２都心がそれぞれの特徴や強みを生かし、２都心を一体的に発展さ

せるとともに、都心と副都心をネットワークで結ぶことにより、本市全体が発展していくことを目指している。

県都である浦和の文教という強みを生かし、本庁舎移転を契機とした現庁舎地の利活用、（仮称）浦和駅周辺

まちづくりビジョンによるまちづくりを推進するとともに、東日本の対流拠点である大宮の商業という強みを生

かし、大宮駅グランドセントラルステーション化構想などを推進することとあわせ、本市誕生の象徴であり、市

の中心にあるさいたま新都心に都市経営の拠点として新庁舎を整備することで、全市的な発展をめざしていくこ

ととした。
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３ 本市の都市づくりの考え方②

（２）さいたま新都心将来ビジョン（改定作業中 R3.11 骨子策定予定）

（３）（仮称）浦和駅周辺まちづくりビジョン（R3.11 骨子策定予定）

目標① 広域的な都市活動の拠点、にぎわいあふれるまち

目標② 広域的な安心・安全を担うまち

目標③ 豊かなみどりと都市機能が融合するまち

ビジョンの検討における現庁舎地を含む浦和駅周辺について、まちの果たすべき
役割、浦和駅周辺の魅力・価値及び2050年のまちの将来像・コンセプトを整理。

▲現ビジョンにおけるさいたま新都心周辺地区まちづくりの方針図



２章
新庁舎整備について
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１ 現庁舎の現状

施設や設備の劣化
執務室の分室化

公用車駐車場などの不足

バリアフリー
ユニバーサルデザイン

への対応
社会状況への対応 防災に係る対応

・建築後45年以上が経過し、
経年による劣化が進行

・建物の現況調査により目
標使用年数は60年と確認

・執務室が狭あいな環境、
執務室分散化による賃借
料の発生、業務の非効率
化、来庁者にとって分か
りづらく不便

・会議室の平均稼働率は
90％を超えており、他の

用するケースがある。
・公用車駐車スペースの不

足、分散による業務効率
の阻害

・「さいたま市バリアフ
リー基本構想」に基づく
バリアフリー化を推進し
てきたが、超高齢社会へ
の対応や障害者の社会参
加の促進・援助のため、
より一層バリアフリーや
ユニバーサルデザインに
配慮した施設整備が求め
られている

・SDGsの推進、「ゼロカー
ボンシティ表明」に基づ
き、省エネ設備導入や再
生可能エネルギーの活用
による脱炭素化を図って
行く必要がある。

・不当要求防止、テロ、感
染症などの対策の必要性
から、社会状況の変化に
応じたセキュリティ対策
が必要

・「働き方改革」、「ス
マート自治体」を実現す
るための次世代の庁舎と
して、執務空間の整備が
必要

・大規模地震、大型台風、
集中豪雨の多発化など大
規模自然災害の発生リス
クが高まるなか、現庁舎
の経年劣化による影響が
懸念される外、機能が複
数棟に分散している点の
改善が必要

新庁舎の基本構想を検討するに当たり、現庁舎の現状などについて整理
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２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能

本市の都市づくりの
一翼を担う庁舎

本市のシンボル
となる庁舎

基本理念 基本理念

・本市の将来都市像の実現、日本を代表する都市とし
ての飛躍につなげていく。

・市全体及び地域における都市づくりと調和し、政令
指定都市にふさわしい、未来へ躍動する都市経営の
拠点とする。

・本市の歴史や自然、文化などの特性を生かし、さい

まり、シビックプライドの醸成にも資する、本市の
シンボルとなる庁舎とする。

備えるべき機能 備えるべき機能

・市全体及び地域における都市づくりと調和し、公共
交通機関や商業施設、オフィス
等との連携を図り、常に活気と
にぎわいのある都市経営の拠点
とする。

・市のシンボルとなる施設として、景観との調和を図
りつつ、シビックプライドの醸成に資する特色ある
デザインを採用する。

・観光・文化などの情報発信や市
の魅力をＰＲする機能を持つと
ともに来賓に対応できる迎賓機
能を確保する。

これまでの検討や現庁舎の現状等を踏まえ、新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能を整理

① ②

▲さいたま新都心東口から駅周辺を臨む

https/



２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能

DXなど今後の変化に柔軟に対応し、
効果的、効率的に行政運営が行える庁舎

基本理念
・政令指定都市の都市経営の拠点として行政機能と議会機能の相互連携、組織間の連携を

考慮し、効果的・効率的な行政運営を可能とする面積と空間を配置する庁舎とする。
・デジタル化の更なる進展、事務の増加などの行政需要の変化や業務の効率化、職員の

多様な働き方に対応できるフレキシブルな構造と空間とし、有事の際等にも柔軟に対
応できる庁舎とする。

備えるべき機能
・執務室や会議室は、職員の効率的な働き方やコミュニケーションの円滑化が図れる快

適で機能的な空間とする。
・将来の組織改編等による行政事務の遂行に必要な執務空間の変化や、ウェブ会議など

のデジタル化による新しい働き方にも柔軟に対応できる構成とし、
将来の変化に対応できる柔軟性を確保する。

・有事への対応等、様々な用途に転用可能な施設計画とする。
・時代の変化や危機にも迅速に対応しうる柔軟かつ堅牢なデジタル基盤を維持する庁舎

とする。

これまでの検討や現庁舎の現状を踏まえ、新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能を整理

参考事例 執務スペース
（横浜市役所 ユニバーサルレイアウト）

出典：横浜市HP（要申請）

③
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２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能
防災中枢拠点として

災害に対応できる庁舎
基本理念

防災中枢拠点として、災害応急・復旧活動を統括する防災機能
や広域的な支援・受援機能を有し、安全に業務が継続できる庁舎とする。

・上記の役割を求められていることに鑑み、消防本部機能と一体的に整備し、地震などの
災害に迅速に対応できる庁舎とする。

備えるべき機能

・災害時の広域的な支援を可能とする緊急輸送道路への近接と機能を確保し、周辺の広場
等を一体的に活用した一時避難スペースやボランティア及び物資の受入れスペース等、
さまざまな用途に転用可能な柔軟性のある施設計画とする。

・免震構造などの採用により、高い耐震性と安全性を確保した庁舎とし、災害応急活動等
を総合的に統括する防災中枢拠点として、再生可能エネルギー等を組み合わせた電源の
多重化・強靱化に取り組み、危機発生時に対応できる庁舎とする。

・災害時の迅速対応、平時を含む警防・防火活動の効率化のため、本庁機能と消防本部機
能は一体配置とし、新庁舎に必要な機能等の詳細については、今後精査していく。

④



２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能
ＳＤＧｓに配慮した
環境にやさしい庁舎

すべての人が使いやすい
ユニバーサルデザインを実践する庁舎

基本理念 基本理念
・2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指すゼロカー

ボンシティのシンボルとして、環境にやさしいカーボン
ニュートラルな庁舎を目指します。

耐久性や費用、最新の技術動向を
踏まえた整備を行い、
環境負荷の抑制に配慮をした庁舎とする。

・すべての人が使いやすく、働きやすいユ ニバーサルデザ
インを実践する庁舎とする。

・年齢、性別、国籍、障害の有無などに関わらず安全・
安心・快適にアクセスでき、サービスを利用できる庁舎
とする。

備えるべき機能 備えるべき機能
・省エネ技術や再生可能エネを導入して、自然通風等の自

然エネルギーの直接利用や雨水等の雑用水利用、電化や
燃料転換等により脱炭素型の庁舎を目指す。

・ライフサイクルコストの低減を目指し
た施設計画とし、維持管理費の低減と

する。
・緑やオープンスペースを活かした環境

を整備し、利用者の健康等に配慮した
施設とする。

・次世代モビリティ等に配慮した施設とする。

・年齢、性別、国籍、障害の有無などに関わらず親しみや
すいデザインを採用、安全・安心・快適なアクセス、サ
ービスを利用できる庁舎とする。

・共用部分、執務室等は
全に移動できる幅や執務環境とする。

・デジタルサイネージなど各種窓口へ
の円滑な誘導、バリアフリートイレ
やオムツ交換等ができる場所の設置

・駐車場等からの進入路について、円
滑な動線を配慮した庁舎とする。

13

⑤ ⑥

▲参考事例 総合窓口
（渋谷区役所）

出典：コクヨ株式会社HP（要申請）
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２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能
多様な主体による セキュリティに

配慮した庁舎

基本理念 基本理念
・産学官などによる多様な連携と創造の場となる空間の確

保、誰もが気軽に
交流に利用することができる空間を備えた庁舎とする。

・
舎とする。

・高い防犯性を有することにより、庁舎利用者の安全性を
確保した庁舎とする。

・個人情報や行政文書の保護の観点から、フロアや区画に
応じたセキュリティゾーニングを設ける。

備えるべき機能 備えるべき機能
多様な主体が協働・連携した

活動や交流を促進するための空間や設備を整備する。
・快適で居心地の良いロビー空間など、

誰もが気軽にいつでも憩うことがで
きる空間を確保する。

・市政情報などの発信を充実するため
の機能を整備・拡充し、誰もが市政
や、まちづくり等に気軽にアクセス
し、参加できる施設とする。

・庁舎内は、取り扱う情報の機密レベルに応じ適切にゾー
ニングし、セキュリティを要する場所等におけるカード
認証など、入退室管理等によるセキュリティ対策の強化、
シャッター等の設置による物理的な
セキュリティ確保に加え、危機管理
室等、それぞれの特性に応じた
セキュリティを構築する。

・

セキュリティ区分を設定する。

⑦ ⑧
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２ 新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能
議会部分

・さいたま市議会基本条例の趣旨を鑑み、開かれた議会活動、効率的な議会運営を行えるよう、議場等を拡充し、
必要な規模を確保する。

・議会部分に備えるべき機能については、二元代表制の趣旨に鑑み、市議会の御意見を尊重しながら、今後具体
化していく。

２．規模
本庁舎の「規模」については、「基本的な考え方及び機能」に対応するものとして、国の基準（国土交通省基
準及び旧総務省基準）、他政令指定都市等の事例、現庁舎の実態などを参考に、行政部分（基本スペース並び
に 考え
の下、それぞれの合算面積を全体面積として想定しました。

(１)(略)
(２) 議会部分については、円滑な議会活動が行える審議スペース、傍聴スペース等を確保するものとし、

旧総務省基準から3,000㎡程度と想定しました。

(参考) さいたま市本庁舎整備審議会
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３ 新庁舎の規模①
新庁舎整備の基本理念・備えるべき機能を踏まえた、新庁舎の概算面積や概算費用等の見通しについて整理

（１）前提条件の整理

①本市の人口の推移
・将来の人口減少、社会経済情勢等による行政需要の変化に柔軟に対応できるよう留意する。

②本庁舎の職員数と行政需要への対応
・全市的な企画、広域的・統一的な事務など の多様化が、業務量に影響する。
・国や県からの権限移譲、法改正に伴う新規事業といった行政需要の変化への柔軟な対応、組織改正、ICT活用

による業務効率化など、今後も業務、組織の拡大・縮小は見込まれ、職員数はそれらに応じて増加・減少が
想定される。※本庁舎の職員数は、令和３年４月１日時点で2,205人

③現庁舎の規模
・現在の概算面積は約39,000㎡

④都市計画等の状況
・本庁舎の整備にあたり、都市計画に定められた手続きを経て、用途地域の変更など都市計画の見直しが必要
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３ 新庁舎の規模②

概算面積の算定にあっては、国の基準※を参
考に本市の現状を踏まえ、現時点における合
理的な推計概算面積として算定

※国の基準：国土交通省「新営一般庁舎面積算定基準」
総務省 「平成22年度地方債同意等基準運用要綱」

①行政部分
本庁舎に勤務する職員数が重要な要素となる
が様々な変化要因を考慮し、現在の本庁舎機
能を担う職員数と同規模の約2,200人を前提に
検討を進め、今後必要に応じて見直しを図る。

②議会部分
議場、委員会室、議員控室として、国の基準

（平成22年度総務省基準）を参考に3,000㎡と算定。
今後、議会部分に備えるべき機能を具体化し、
必要な規模について精査する。

（２）概算面積の算定

用途 面積(㎡) 参考
現況面積(㎡)

行政部分

事務室 13,700㎡ 12,700㎡

会議室 2,400㎡ 1,600㎡

倉庫 2,500㎡ 2,500㎡

非常時対応諸室 1,000㎡ 700㎡

2,000㎡ 600㎡

その他諸室・共用部分 15,800㎡ 17,200㎡

公用車駐車場 3,000㎡ 2,100㎡

行政部分小計 40,400㎡ 37,400㎡

議会部分 3,000㎡ 2,000㎡

合計 43,400㎡ 39,400㎡

新庁舎の概算面積 約43,000㎡ 約39,000㎡

③ 新庁舎の規模
新庁舎に必要な概算面積は約43,000㎡。今後更に精査していく。
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４ 事業手法など①
（１）土地利用の前提条件

①都市計画等の条件
・用途地域の変更など都市計画の見直しにより、建築可能延べ面積約60,000㎡までとして検討する。

・建築可能面積約60,000㎡から本庁舎として必要面積約43,000㎡と既存バスターミナル施設同等機能約800㎡
を差引いた、最大約16,000

パターンが想定される。
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４ 事業手法など②

（４）事業手法の検討

（５）今後の対応

PFI方式（BTО）」の適合性が高いと
考えられる。

①複合化 業者の動向に留意しつつ、今後も継続
的に検討する。

②事業手法については、基本計画策定までに新庁舎整備への適合性に配慮した最適な手法を検討する。
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４ 事業手法など③
（６）概算費用

①イニシャルコスト
・施設整備費（43,000㎡）は、他市の同種規模事例を参考に単価50万円/㎡
（税抜）とし約215億円と算定
・設計費、既存バスターミナル解体費を含む整備費（800㎡）は約17.4億円

約11.6億円※の財政支出の削減効果が見込まれ
合計約221億円と算定

※類似規模の庁舎ＰＦＩ事業のＶＦＭの平均値で算出

②ランニングコスト
・光熱水費、維持管理費コストとして年間約３億８千万円程度の見込（現庁舎等：約４億５千万円）

③財源
・庁舎整備基金や地方債の活用などにより、財源を確保していくことを想定
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４ 事業手法など④
（７）配置

複合化
の可能性を考慮し、公益複合施設としての一体的な整備を図る方向で検討する。

・土地利用及び建物配置の効率性の観点から、
建築敷地を一体とし、積層型の複合建築物

積の範囲内で最大限の配置、と想定

・基準階の床面積については、土地利用に関
する諸条件を加味して、3,000㎡程度とし、
建物の階数及び高さについては、必要面積
及び基準階の床面積を踏まえて、概ね20階
程度、90 100ｍ程度、と想定
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５ 今後の進め方
「４ 事業手法など」で検討した、新庁舎整備への適合性が見込まれる事業手法を踏まえ、供用開

始までの概略スケジュールを以下に示します。



３章
現庁舎地利活用について
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１ 浦和（現庁舎地周辺）の歴史 ※基本構想抜粋・要約

（１）明治以前
・武蔵県、大宮県を経て、明治２年に浦和県となり、県庁が置かれた。さらに埼玉県が設置され、浦和は県庁

所在地となり、約150年が経過した現在も、県都としての道を歩み続けている。
・埼玉県第一尋常中学校（現県立浦和高等学校）、埼玉県高等女学校（現浦和第一女子高等学校）、官立浦和

高等学校（戦後埼玉大学文理学部に改組）などが次々と開校され教育施設の充実が進むと、全国から優れた
学生が浦和に集まるようになり、行政の中心という特性とともに、文教のまちとしての特性も形作られた。

（２）大正から昭和
・関東大震災により、東京や横浜は壊滅的な被害を受けたが、台地の南端に位置する当時の浦和町は倒壊家屋

も少なく、東京至近の割には被害が小さかった。そのため大震災で被災した東京や横浜の文化人が、人々の
往来が盛んだが落ち着いた雰囲気を残し、別荘地や住宅地として人気が上がりつつあった浦和に移住し、住
居 構えた。昭
和初期には、洋画家 髙田誠を始めとする数多くの文化人が創作活動を行い、「鎌倉文士と浦和絵描き」とも
称された。

（３）平成から令和
・浦和駅東口周辺の再開発事業による複合施設や駅前広場の整備、浦和駅の高架化などを始めとする周辺街路

の整備などの都市基盤整備が進められた。駅周辺を中心としたにぎわいと回遊性の更なる向上を図っている。
・「サッカーのまち」として、埼玉サッカーの発祥である埼玉県師範学校及び卒業生の活躍、昭和20 50年

代 全国大会で優勝を遂げ、その
名を全国に轟かせた。さらに、Jリーグの発足後、浦和レッドダイヤモンズのホームタウンとなり、
サポーターの熱狂的な応援でも知られている。



・「鎌倉文士と浦和絵描き」と称される由縁となった地域に位置し、埼玉県師範学校等が立地するなど、

文化・芸術や教育分野において歴史がある文教都市を象徴する地域。

・現在の埼玉県発足後、約150 年に渡って県庁所在地であり続けた歴史から、県都としての誇りがある地域。
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２ 現庁舎地周辺の地域特性等
（１）まちの成り立ち

（２）現在の地域特性

（３）都市イメージ

・主に住居系の地域が占め、閑静な住宅街が広がる。別所沼公園など、安らぎを感じられる空間とも近接。

・現庁舎地は行政機能だけではなく、本庁舎東側広場など、 。

・洋画家 文化芸術を楽しめる場である。

浦和は住みたいまち、住みやすいまち、子育てしやすいまちなどとして評価を得ている。

・地域資源である 。



(1)「県都」「文教都市」を象徴する

(2) まちづくりに貢献する

(3) 豊かな生活につながる

(4) 本市の更なる飛躍につながる
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●目指すべき方向性
「多様な世代に愛され、県都・文教都市にふさわしい感性豊かな場所とすること」

３ 基本理念及び目指すべき方向性
●基本理念

本市の都市づくりの考え方や地域特性等を踏まえ、現庁舎地の利活用に当たっての基本理念及び
目指すべき方向性は次のとおり。



機能を残しつつ、「３ 基本理念及び目指すべき方向性」
を踏まえ、現庁舎地の利活用の考え方として、次の各機能を基本に検討を具体化していく。また、掲げた機能を

進める。

機能 想定される具体的な機能 利活用のイメージ

文化芸術
機能

①本市の歴史、文化、自然、科学などの未来へのポテ
ンシャルが高い事項について、来館者が幅広く知識
に触れ合い、吸収できる機能

②ジャンルや世代に捉われない多様な文化芸術につい
ての創造・発信機能

札幌市教育文化会館（北海道札幌市）
出典：札幌市教育文化会館ホームページ

金沢21世紀美術館（石川県金沢市）
提供：金沢21世紀美術館

４ 利活用の考え方①

・楽しく、かつ浦和の文化を知れる場所がよい。
・本格的な劇場、コンサートホールなどがよい。（市内の施設ではキャパが少ない。）
・歴史と行政の資料館がよい。（市の歴史、行政文書など）県都としての歩みを学習する機会になる。
・芸術系の活動している人の発表、展示スペースの確保。
・ストリートカルチャーが発展する施設などがあってもよい。（ストリートカルチャー・現代アートは下地があ

り起爆剤になりえるのではないか。）

≪文化や芸術に関する意見≫
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▼国内外の現代美術に触れられる
美術館

▼音楽・舞踊・演劇等の多様な
文化芸術の活動拠点となる施設



機能 想定される具体的な機能 利活用のイメージ

教育・先進
研究機能

①グローバル人材を育成するため、多言語・多文化環
境において、世界中の留学生などと共に学ぶ研究機能

②世界に誇る技術をもつ市内企業と国内外の大学が連
携・協働し、AIやICTなどを活用し、最先端技術の研
究を行う研究開発機能

③イノベーション機能(インキュベーション機能含む) 
④医療（スポーツ医科学等）に関する教育・研究機能
⑤企業の先進的な研究や専門的なスポーツ科学等につい

４ 利活用の考え方②

・専門性の高い大学院大学などがよい。（スポーツ・デジタルサイエンスなど）
・大学の医学部＋附属病院がよい。（特に国立大学。スポーツ科学・研究施設の併設）
・学ぶだけでなく、人を育てる場所になるとよい。（インキュベーションなど）
・多様な人々・人材が集うイノベーション・コラボレーションスペースがよい。
・専門的、独特なものが学べる学校がよい。（芸術・文学・宇宙など）
・スポーツ教育関連施設がよい。(サッカー×教育(最先端のサッカー練習室、サッカーで遊べる施設))
・IT・AIなどの子供向けの教育施設がよい。
・学べる施設、身につく施設がよい。（さいたま市から日本のリーダーを輩出するような環境をつくる）

≪教育や研究施設等に関する意見≫
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ARCH虎ノ門ヒルズインキュベーション
センター（東京都港区）

出典：ARCH虎ノ門ヒルズインキュベーション
センターホームページ

国連大学（東京都渋谷区）
出典：写真AC

▼世界中から研究者・学生が
集まるグローバルな研究拠点

▼事業改革や新規事業創出に特化
したインキュベーション施設



機能 想定される具体的な機能 利活用のイメージ

機能
のコミュニティ機能

②集客施設との併設による交流スペースの整備など、

４ 利活用の考え方③

・公園、緑地、オープンスペース、特色生かした庭園、写真スポットなどがあるとよい。
・子供たちが伸び伸びと活動できる場所の確保。

（イベント・防災・健康づくりなど）
・他地域の人に来てもらえる、浦和の魅力を発信するような集客施設がよい。
・集客施設・イベント機能がよい。（食文化を通じた交流（子供たちが社会科見学でも来れる、大人も学べる博

物館型のテーマパーク浦和の資源を活かした学びと集客の共存施設）
・相互の機能を関連付けた複合化にするのがよい。
・車輪スポーツ（自転車など）の交流の場があるとよいのではないか。

≪交流する場などに関する意見≫
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南池袋公園（東京都豊島区）
提供：株式会社nest

アオーレ長岡（新潟県長岡市）
出典：一般社団法人長岡コンベンション協会

ホームページ

▼屋根付き広場 ▼カフェと一体となった公園
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①環境への配慮
・環境に最大限配慮した脱炭素化など
・周辺の土地利用への配慮や周辺環境と調和した景観形成など

５ 配慮すべき事項

③地区交通への配慮
・アクセス道路や渋滞緩和など
・回遊性の向上に資する交通アクセスの検討など

②防災への配慮
・オープンスペースの確保、緊急避難場所など

利活用の具体化の過程において配慮すべき事項
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(約10 15年後)
令和14 18年度頃

・利活用に向けた整備等

・現庁舎地利活用の開始

・まちづくりビジョン等を踏まえ
た検討の具体化

・利活用計画（骨子）策定

短期( 5年後)
令和4 8年度頃

中期(約5 10年後)
令和9 13年度頃

・利活用計画策定

・利活用に向けた手続き開始
（事業者の募集など手法に応じた手続き）

学識経験者、

※新庁舎竣工・移転後速やかに利活用に向けた整備等を行うことを想定し、以下を基本に、適宜精査しながら検討を進める

・新庁舎供用開始【R13】・（仮称）浦和駅周辺
まちづくりビジョン策定【R4】

● 新庁舎竣工・移転後速やかに利活用に向けた整備等を行うことを想定し、以下のスケジュールを基本として検
討を進めていく。全体の利活用の検討と併せ、機能移転後の消防庁舎や第二別館等の空きスペースの利活用等に
ついても検討していく。

●現庁舎
皆様をはじめとする多くの方々から御意見をいただきながら、地域のまちづくりの状況や社

会情勢等を適切に反映し検討を進めていく。

６ 今後の進め方

※他事例等をもとに公募型プロポーザル、ＰＦＩ、従来方式のそれぞれの場合に一般的に想定される手続きを検討した。


